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【論文審査】
　従来の都市計画においては、都市の機能をゾーニング制度で区分し、土地利用を単一用
途で形成するゾーニング的な空間利用を効率的かつ合理的な計画手法として優先させてき
た。ところが都市の成熟化や衰退化過程に入った先進国では少子高齢化が進み都市内での
人的交流、賑わいの創出やコミュニティの再生などが課題となり、一方、農村等から都市
への人口集中がみられる開発途上国では拡大する都市域のもたらす交通混雑の解消や新た
なコミュニティの形成が課題となっている。双方において、既存の都市市街地における用
途混合地域の高密度かつ多様性に富んだ住環境形態の可能性が注目されるようになってい
る。このような用途混合地域が自然に発生している状況は、都市計画規制の比較的緩いと
されるアジアの都市に多くみられている。本論文は、アジアの中でも有数の高密度都市で
あり、自然発生的な用途混合地域が見られる台湾台北市を対象に、市街化過程を通して形
成された複数の用途混合地域における住環境の特徴を明らかにするとともに、今後の用途
混合地域開発の方法論について提案を行うことを目的とした。以下に各章の概要を述べる。
　第２章では、関連研究のレビューを通して本論文の位置づけについて整理した。都市計
画における用途混合地域の重要性については、1960年代のジェイン・ジェイコブスによる
議論がその後の研究に大きな影響を与えているが、具体的に用途混合を主とするコンパク
トシティやニューアーバニズムの概念が積極的に提唱されるようになったのは1980年代以
降である。その後、都市の抱える様々な問題の解決手法として用途混合の導入についてさ
まざまな研究がなされているが、一方では、住環境や生活の質の低下を懸念し、カナダの
失敗事例により懐疑的な議論があるのが現状である。本論文のように自然発生的に生成し
た用途混合地域の発生メカニズムや特性を明らかにした研究はなく、今後の用途混合地域
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の計画に有用な示唆を与えうるものとして位置づけられた。
　第３章では、台北市の市街地において高密度かつ用途混合が広がる背景を、地形、生活
文化、制度的側面として捉え、用途混合市街地の形成メカニズムを明確にした。台北市で
は、用途が混合する建物が中心市街地に集積した結果、都市への集積圧力が郊外のスプロ
ール的な市街地化に直接つながってきた他の大都市の発展過程とはやや異なる高密度な用
途混合型−立体的な混住環境−の都市空間を実現している。その要因として、まず低層部
を店舗や小工場など非住居用途とし、職住近接を図る伝統的な中国の商業都市空間の継承
が挙げられるが、それに加えて、①地形的要因、②外向的な生活スタイル、③建築形態や
都市計画による規制、が挙げられた。
　第４章では、４つの調査対象地域について、実態調査に基づいてハード的な住環境の比
較調査を行った。対象とした４地域は、大同区鄰江（リンジャン）地域、松山区民有（ミ
ンヨウ）地域、大安区東区（トンチー）地域、萬華区西門（シーメン）地域であり、台北
市域が拡大する（1968年）以前から形成されてきた市街地の中で、早い時期に形成された
２地域（旧市街地）と、近年に形成された２地域（新市街地）で、かつ用途混合形態の異
なる地域を選定した。地域における建物に入居している全てのユニット（戸数）を住居・
非住居施設に分類し、全体のユニットの中で非住居施設が占める割合を当該地域の用途混
合率として推定した。また、非住居施設の業種特性も明らかにした。
　第５章では、今後の住環境指標について考察するために、住民対象のアンケート調査結
果から満足度及び住環境評価の要素、近隣関係について議論した。アンケート調査は各里
長を通して配布し、鄰江地域154部、民有154部、東区78部、西門50部を回収した。その結
果、用途混合率が27％となっている東区地域において住民の満足度が最も高いこと、住民
は利便性や賑わいを高く評価しているが衛生面などの保健性についての評価が低いこと、な
どがわかる一方で、近隣関係と満足度の関連性は見いだせなかった。
　第６章では、台北市の事例における用途混合地域の特徴を以下の４つに整理した。第１
に、高密度の居住や施設の多様な集約を前提に、小規模の住戸が住民のニーズに応えた形
で商業用途に転用する様子がみられた。第２に、高密度居住と歴史的な起源を有する生活
行動の外向性や起業精神は空間の多様な目的での利用を促し、結果としてにぎわいのある
空間の形成につながっていた。第３に、住民の生活環境評価から、満足度と近隣関係の関
連性は見られないものの、公園の共同管理や里単位のコミュニティ活動、朝の慣習的な体
操、朝食時の近隣での会合などを通して、濃密ではないが安定し、継続的な交流社会が形
成されていることが分かった。第４に、台北市街地では、職住が近接し、中低層のヒュー
マンスケールな空間が広がり、多様なライフスタイルが存在する「混住型」の用途混合が
主流であった。さらに、用途混合地域開発の方法論について以下の４点を提示した。第１
に、歴史的に形成された外向的な生活文化、現状追従型都市計画制度といった台北市の事
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例で取り上げられた要因が立体的な用途混合のメカニズムとして働きうること。第２に、街
区単位での居住環境の評価において、用途混合率の上昇と共に満足度も上昇するが、一定
の混合率を超えると満足度が減少していることから、今後計画的に用途混合地域を形成す
る際には混合率を一つの目安としうること。第３に、用途混合地域における満足度の評価
では利便性や賑わいを重視していることから、用途混合地域の形成にあたって、利便性や
住み良さによる快適性、賑わいなどに重点を置いて検討すべきこと。最後に、具体的な建
物内の立体的利用については、用途混合の二つの形態に基づいて建築の高層化に対応した
２つの方法が考えられること、である。
　第７章では、本論文で得られたことを結論としてまとめ、今後の課題について述べた。
【審査結果】
　快適な住環境の形成やその評価は多くの研究者によって取り組まれてきた課題であるが、
近年は画一的なゾーニングに対して用途混合の重要性が指摘されている。アジア大都市に
おいて自然発生的に作られた用途混合地域は、防災や衛生面という観点から従来の都市計
画では評価されないものであったが、一方で利便性や特有のにぎわい、そしてコミュニティ
形成の観点から、住民の満足度が高いケースもある。本論文は、このような用途混合地域
が多数存在する台北市を対象として、緻密な現地調査とアンケート調査をもとにその特性
を明確にするとともに、今後の用途混合地域の計画手法についてさまざまな示唆を得てお
り、学術的意義および社会的意義が認められる。また、国際地域学研究科（国際地域学専
攻）の博士学位審査基準に照らしても妥当な研究内容であると認められる。
　従って、所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員会は全員一致をもって黄貞淵
氏の博士学位請求論文は、本学博士学位を授与するに相応しいものと判断する。
